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貸 借 対 照 表

2020 年 3 月 31 日 現在

リーシュライフ ケア株式会社

第 1 期

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ） 20,040,388

流 動 資 産 62,603,927 流 動 負 債 10,001,488

現 金 及 び 預 金 9,610,123 未 払 費 用 7,707,150

短 期 貸 付 金 31,871,034 前 受 金 2,004,338

未 収 法 人 税 17,926,184 未 払 住 民 税 290,000

未 収 消 費 税 3,196,586

固 定 負 債 10,038,900

固 定 資 産 692,563 預 り 敷 金 10,038,900

有 形 固 定 資 産 234,896

器 具 及 び 備 品 234,896 （ 純 資 産 の 部 ） 43,256,102

無 形 固 定 資 産 354,667 （ 純 資 産 の 部 ） 43,256,102

ソ フ ト ウ ェ ア 354,667 株 主 資 本 43,256,102

投 資 そ の 他 の 資 産 103,000 資 本 金 100,000,000

繰 延 税 金 資 産 103,000 繰 越 利 益 剰 余 金 △ 56,743,898

う ち 、 当 期 純 損 失 △ 56,743,898

資  産  合  計 63,296,490 負債及び純資産合計 63,296,490



Ⅰ

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が

2008年3月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっている。

当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）において創設されたグループ通算制度への

移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納税

制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号）第３項の

取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針28号）第44項の定めを適用せず、

繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいています。

Ⅱ

Ⅲ

  

Ⅳ

第 1 期

重 要 な 会 計 方 針 に 係 る 事 項 に 関 す る 注 記

リ ー シ ュ ラ イ フ ケ ア 株 式 会 社

無 形 固 定 資 産 ・・・・・ 定額法

注 記 表
2020 年 3 月 31 日 現在

1．固定資産の減価償却の方法

有 形 固 定 資 産 ・・・・・ 定額法

（ リ ー ス 資 産 を 除 く ）

（ リ ー ス 資 産 を 除 く ）

リ ー ス 資 産 ・・・・・

3．引当金の計上基準

賞 与 引 当 金 ・・・・・

6．連結納税制度の適用

該当無し

退 職 給 付 引 当 金 ・・・・・ 該当無し

4．収益及び費用の計上基準

売 上 高 ・・・・・ 期間対応基準

売 上 原 価 ・・・・・ 期間対応機銃

5．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式を採用しております。

連結納税制度を適用しております。

7．連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

会 計 方 針 の 変 更 に 関 す る 注 記

該当事項はありません。

表 示 方 法 の 変 更 に 関 す る 注 記

該当事項はありません。

誤 謬 の 訂 正 に 関 す る 注 記

該当事項はありません。



Ⅴ

Ⅵ

Ⅶ

当事業年度の末日における発行株式の数は、2,000株であります。

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 に 関 す る 注記

1．当該事業年度の末日における発行済株式数の総数

期末残高（円）

関 連 当 事 者 と の 取 引 に 関 す る 注 記

属性 会社名
当該株式会社
の議決権等の
所有割合

勘定科目

短期貸付金 31,871,034

親会社 旭化成株式会社 100% 未収法人税 17,926,184

未払費用 4,778,777

資 産 除 去 債 務 に 関 す る 注 記

該当事項はありません。


